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『広域地方政府化とコミュニティの再生に関する研究 ―各地域の特性を生かし

た自治システムの再編－』 

 

＜本書の概要＞ 

本報告書は、総合研究開発機構（ＮＩＲＡ）の平成 15 年度助成研究として実施されたもの

である。本報告書は、関西、東北の両地域を対象に国と地方の新たな役割分担について構想し、

財政分析を通して各統治主体の財政自立確保への課題を提示している。また、これまで単独で

議論されることが多かったコミュニティについて、その再生への課題と方向性を明らかにして

いる。分析結果からは、７ブロックの広域地方政府を前提とした場合、一部の基礎自治体では、

自主財源で経常支出を賄えない状況になる可能性があることが示されている。また、コミュニ

ティ再生のための課題として、行政運営の効率化や地域の潜在力の発掘の必要性を明らかにし

ている。そして、コミュニティ再生のための提言として、住民自治組織・行政・議会による「地

域自治システム」の構築が重要であるとの指摘を行っている。 

 

＜選者講評＞ 

 ２つのシンクタンクの共同研究として本書のような高度の研究成果が世に出たことは喜ば

しい。主題の選択が的を射ており、分析は大胆かつ細心であり、２つの研究所の「協働」も十

分である。中央政府、広域地方政府、基礎共同体、地域コミュニティの機能分担についての包

括的な分析も優れている。 

 本書を評価すべき最大のポイントは、基礎共同体の下にある地域コミュニティの活性化施策

について、いくつかの有効な提言を試みているところにある。基礎共同体が財政自立を図るた

めには、基礎共同体が担わなくともよい事業を積極的に地域コミュニティに担わせることが必

要であるとの観点からなされた提言の価値は高い。地域コミュニティの活性化に関する事例的

な指摘も当を得ている。過疎コミュニティに焦点を当てたのも観点として適切であろう。 
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○ＮＩＲＡ大来政策研究賞とは 

「ＮＩＲＡ大来政策研究賞」は、平成 12 年３月に創設されたものです。ＮＩＲＡ第２代研

究評議会議長として機構の研究事業に尽力されるとともに、広く国際的に活躍された故大来佐

武郎（おおきた さぶろう）元外務大臣の偉大な業績を広く社会に顕彰し、政策研究を奨励す

るための事業です。 

本賞は、社会、政治、経済、文化等の分野におけるグローバルな、あるいは長期的な視点を

もつ、先見性を備えた政策志向型の研究の中から、国内外のさまざまな課題の解決に大きな示

唆を与えると考えられるものを選び、表彰します。審査の部門には、「一般図書等」と「地域

における政策研究」があります。 

第６回の対象は、原則として平成16年４月から平成17年３月までに発表されたもので、推

薦及び公募により候補作を募り、部内による予備審査を経て学識経験者等の委員による審査を

行い、表彰作を決定しました。 

 

○大来 佐武郎（おおきた さぶろう）氏 プロフィール 

ＮＩＲＡ初代研究評議会議長代理（在任期間1974年～83年） 

第２代研究評議会議長（在任期間：1984年～93年） 

1914年生まれ。東京帝国大学工学部卒業。経済学博士。 

逓信省、外務省、経済企画庁等に勤務。退官後、日本経済研究センター初代理事長、海外経済

協力基金総裁を経て、79年第2次大平内閣で外相を務める。その後、対外経済関係担当政府代

表、内外政策研究会会長、国際大学学長、同大学総長を務める。対外経済協力審議会会長、世

界自然保護基金日本委員会委員長等を歴任。1993年逝去。勲一等旭日大綬章受章。マグサイサ

イ賞、インディラ・ガンジー平和・軍縮・開発賞等を受賞。 
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○総合研究開発機構（National Institute for Research Advancement） 

総合研究開発機構（NIRA）は、昭和 49（1974）年３月 25 日、産業界、学界、労働界、地方

公共団体などの代表の発起により、総合研究開発機構法に基づいて政府に認可された政策志向

型の研究機関で、官民各界からの出資、寄付による基金で運営されています。 

 NIRAの主な目的は、平和の理念に基づき現代社会が直面する複雑な諸問題の解明に寄与する

ため、自主的、長期的な視点をもって総合的な調査研究を実施することで、その研究の対象は

時代の潮流をとらえつつ、経済、政治、社会、行政、地域、国際などの広範な領域にわたって

います。 

 このために、総合的な研究開発の実施を基本として、研究情報の提供や国内外の多くの研究

機関との交流、研究助成、研修・養成など積極的な活動を展開しています。 

・会  長：小林  陽太郎 富士ゼロックス株式会社取締役会長 

・理事長：塩谷  隆英 

  ・研究評議会議長：塩野谷 祐一  一橋大学名誉教授 

                              

  ・ホームページ：http://www.nira.go.jp/ 
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